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①環境施策の提示

③金融商品等の提示

④施策と補助商品等の提示
（倶楽部ＨＰでの商品提供）

⑥商品等の提供

⑦施策の
実行・推進

SAKAI エコ･ファイナンス
サポーターズ倶楽部

メンバーA銀行

・
・
・

メンバーB銀行

②各メンバーが自社で提供商品等を検討・決定

堺 市

市民
事業者

倶楽部の情報を
ＨＰに掲載

商品、サービスの
比較、選択

店舗での情報発信

店舗での省エネ取組

環境イベントの開催協力

⑤商品等の
選択・申込

メンバーD信用組合

メンバーC信用金庫

金融商品の事例

・エコ住宅建築、エコリフォーム資金 ・環境配慮企業向け融資

・太陽光発電、低公害車購入資金 ・新エネ、省エネ設備導入資金

倶
楽
部
事
務
局
（金
融
機
関
）

・エコ定期預金

堺モデル

市内２２金融機関が、「ＳＡＫＡＩエコ・ファイナンスサポーターズ倶楽部」を設立し（平成２２年２月） 、環境関連金
融商品の提供や市内８０店舗で省エネ取組を行うほか、環境イベント等啓発活動を実施。

金融機関による組織の設立と市との協力協定の締結、環境関連金融商品の提供とともに、 「ＳＡＫＡＩ環境ビジ
ネスフェア」の開催など、環境関連のビジネスマッチング等により、新規環境ビジネスの創出を図っている。

金融機関と連携した新規環境ビジネスの創出

SAKAIエコ・ファイナンス
サポーターズ倶楽部 HP



飯田モデル

飯田市、地元金融機関、企業と連携し、全国初の初期投資ゼロで住宅用太陽光発電を設置するシステム
を構築。平成２１年度から実施。

「おひさま０円システム」による住宅用太陽光発電普及プロジェクト

設置した市民が売電量を増やす目的を持って家庭で省エネ行動を実施することにより、民生・家庭分野
における温室効果ガスを削減。

エコファイナンス支援 ・環境モデル都市行動計画に基づく
太陽光発電普及政策の一環として
財政支援

・広報等市のあらゆる媒体で情報提供

飯田市飯田市

中部電力(株)中部電力(株)

地域の設置
関連事業者体

地域の設置
関連事業者体

売電収入 一般住宅一般住宅

おひさま進歩
エネルギー(株)
おひさま進歩
エネルギー(株)

月額１９，８００円
の支払い（９年間）

太陽光パネルの無償設置
（１０年目以降無償譲渡）

飯田信用金庫飯田信用金庫

48円/kWhによる固定買取



京都モデル

公共交通優先の「歩くまち・京都」に向け，公共交通の利便性を高める取組として，京都市営地下鉄・市バスにおいて
「河原町通等間隔走行」、 「シンデレラクロス」などを盛り込む新ダイヤを平成22年3月に実施した。

ダイヤ改正の機会を捉えた投資の少ない，工夫による公共交通利便性向上を図っている。

新ダイヤ編成による公共交通機関の利便性向上

「河原町通市バス等間隔走行」
市街地の南北幹線である河原町通(京都駅～河原町今出
川通間)において，複数系統のダイヤ調整を行い，平日
昼間時間帯に3～4分の等間隔運行を実施。

「シンデレラクロス」
地下鉄唯一の結節駅である烏丸御池駅において，烏丸線と
東西線のすべての行先の最終電車を2～3分停車させ，全方
向の乗り継ぎを可能とする「シンデレラクロス」を実施。

烏丸御池
烏丸線・東西線の乗換駅

烏丸御池
烏丸線・東西線の乗換駅

地下鉄地下鉄市バス市バス



富山モデル

公共交通軸の沿線において、住宅建設・取得への助成、公共交通サービスの充実等により、居住を誘導(沿
線エリア居住割合:現在約3割→20年後約4割)。

住宅建設・取得への助成など公共交通沿線への住み替え促進

実績(H19.10～H22.3) … 136件(334戸)

利便性が一定水準以上の鉄軌道とバスを「公共交通軸」
として位置づけ、その沿線に「公共交通居住推進地区」を
設定し、コンパクトなまちづくりを推進。

公共交通沿線居住推進地区への居住を推進するため、まちな
か居住推進事業と同等な助成を実施。
地区内で住宅を建設・購入される方への支援制度を創出。

※市民向けの支援…
戸建住宅、共同住宅の建設・取得補助(30万円/戸)

※事業者向けの支援…
共同住宅の建設費補助(70万円/戸)

まちなかや公共交通沿線への住み替え促進など、コンパクトシティ化に向けて徹底した取組を推進している。



下川モデル

カーボンオフセット制度による都市の環境先進企業等と山村地域連携による森林づくりプロジェクトを実践。
J-VER制度により森林吸収クレジット5,688t-CO2を発行。

環境先進企業等と連携した森林づくりプロジェクト

外部資金を活用した森林経営を行い、地域産業の発展と雇用の創出、さらに都市企業との交流人口拡大等
による地域活性化と温暖化対策に貢献している。

制度準拠
（Ｊ－ＶＥＲ制度）

制度支援
事業審査

森林バイオマス吸収量活用推進協議会
（下川町・足寄町・滝上町・美幌町）

森林バイオマス吸収量
活用制度設計委員会

事 業 実 施

2009年

4月21日 ｍｏｒｅ ｔｒｅｅｓ （坂本龍一代表）と基本協定調印

7月 1日 J-VER制度森林管理プロジクト 第１号登録

8月10日 ㈱JCBと基本協定締結

2010年

3月11日 日本野球機構と「プロ野球の森」協定調印

3月30日 ㈱伊豆倉組と基本協定締結



横浜モデル

農山村地域の森林資源を活用し、山梨県・道志村・横浜市の３者が共同研究したカーボ
ンオフセット事業及び交流拡大事業等を展開。

都市・農山村連携事業（横浜市・道志村）

農山村地域が持つ森林資源と都市部が持つ人的資源、技術をうまく組み合わせ、
県境を越えた事業展開や交流人口拡大による地域活性化と温暖化対策に貢献。

・市内事業者の地球温暖化対策計画排出
量算定に、山梨県認証制度を始め森林吸
収量を活用する制度を創設

・都市企業の環境対策・CSR活動、都市生
活者の森林体験ツアーの実施

環境モデル都市・横浜

人、モノ、資金、
情報、心の交流

山梨県道志村

・「どうし森づくり基金」を創設
間伐地登録制度開始

・森林整備の促進、森林ボランティ
ア活動の活性化

森林
整備

ＣＯ２
排出削減

ＣＯ２
吸収認証

山梨県

・「やまなしの森づく
り・ＣＯ２吸収認証制
度」を創設
・「企業の森」を推進


